
２．事業概要と進捗状況

事業経緯 進捗状況

事業概要

年 度 主 な 経 緯

Ｈ２５ 事業着手

Ｈ２６
～２８

測量調査・設計

地元調整

Ｈ２９ 用地買収着手

Ｒ１ 工事着手

全体計画
前回評価時の
進捗状況
(進捗率)

前年度までの
進捗状況
(進捗率)

事 業 費 ４，５００百万円
２１１百万円

（４．７％）

１，３５２百万円

(３０．０％)

用地買収 ２５，６５８ｍ2
０．０ｍ2

(０％)

２１，０２３ｍ2

(８２％)

計画延長 １，７００ｍ
０ｍ

(０％)

０ｍ

(０％)

事 業 場 所
吾妻郡東吾妻町植栗～吾妻郡中之条町伊勢町

区 分 前回評価時（Ｈ２９） 今回

全 体 事 業 費 ２，６５０百万円 ４，５００百万円

全体事業費増減の理由

• 縦断勾配の見直しによる橋長変更(延伸)
に伴う増額

• 機能補償道路の追加に伴う増額

• 軟弱地盤対策の追加に伴う増額

• 橋梁基礎形式の変更に伴う増額

事 業 期 間 Ｈ２５～Ｒ６ Ｈ２５～Ｒ８

事 業 内 容
道路延長 １，７００ｍ
道路幅員 １０．５～１３．０ｍ

道路延長 １，７００ｍ
道路幅員 １０．５ｍ～１３．０ｍ

様式６－１

１．事業の目的

• 本事業は、四万温泉を含む中之条町・高山
村地域と上信自動車道の植栗・中之条ICを
結ぶアクセス道路を整備することで、物流
の効率化や観光誘客を図ることを目的とし
た事業である。

• 現状の植栗伊勢線は、幅員狭小、一部急
勾配箇所があるなど、ＩＣへのアクセス道路
及び緊急輸送道路として課題を抱えている
ことから、安全かつ円滑な通行を確保する
ため、改良するものである。

第４号議案
道路改築事業

一般県道 植栗伊勢線 東吾妻町～中之条町

着工年度

評価理由

平成２５年度

事業費の増額
う えぐりいせ ひがしあがつままち なかのじょうまち

あがつまぐんひがしあがつままち うえぐり あがつまぐん なかのじょうまち いせまち

延長７.0km

吾妻西バイパス

延長6.7km

吾妻東バイパス

延長6.4km

あがつまひがしあがつまにし

Ｎ

中之条町

【凡 例】

事業中

事業中（上信道）

吾妻東バイパス2期
あがつまひがし

東吾妻町

中之条町役場
(一)植栗伊勢線

うえぐりいせ

延長1.7km

当該箇所

植栗・中之条ＩＣ

新巻ＩＣ

川戸・原町ＩＣ

厚田ＩＣ

至 高山村役場
利根沼田地域

幅員狭小、歩道未整備状況 現道の状況（急勾配）

至 四万温泉



２．事業概要と進捗状況（図面・写真等）

増額理由

現状の道路利用状況についての調査
並びに東吾妻町および地域住民との協
議の結果、地域の分断を防ぐため、本
線の横断に必要となる函渠や跨道橋の
追加に要する+4.5億円の工事費の増
額が生じた。

増額理由

函
渠
①
・
補
強
土
壁

・・・変更計画
・・・当初計画

増額理由

当初、本線の縦断勾配について、道路構造令の特例
値である８％で計画していたが、関係２町および地域住
民との協議や冬季における現道の路面凍結状況等を調
査した結果、冬季における車両通行の安全を確保する
ため、龍ヶ鼻橋前後のルート変更を行い、縦断勾配を規
定値である５％に見直した。このため、龍ヶ鼻橋の橋長
変更(延伸)に要する+6.5億円の工事の増額が生じた。

当初設定地山線

当初計画 橋長L=151m

A1
P1

P2 A2 A2
（変更無し）

P2
P1A1

現計画 橋長L=177m

増額理由

当初、近傍の地質調査の結果に基づき、渋
川吾妻線橋梁の基礎形状を直接基礎として計
画していたが、橋台施工箇所にて地質調査を
行った結果、想定より支持層が深く、基礎形状
を杭基礎へ変更する必要が生じた。このため、
橋台基礎を直接基礎から杭基礎への変更に要
する＋１.０億円の工事費の増額が生じた。
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１期工区 ２期工区

【凡例】
本線部

盛土部

橋梁部

付替道路部

切土部

縦断勾配
変更区間

渋
川
東
吾
妻
線
橋
梁

一般県道 植栗伊勢線

跨
道
橋

【植栗伊勢線平面図】

函
渠
①

本線縦断勾配の見直しに伴い、龍ヶ鼻橋の橋詰部が高
盛土構造となることから、支持地盤の地質調査を行ったとこ
ろ、支持力が不足することが判明した。そのため、軟弱地盤
対策として地盤改良工（中層混合処理）を追加すること
により+1.5億円の工事費の増額が生じた。

植栗・中之条ＩＣ

地盤改良工 地盤改良工

杭基礎

当初計画ルート
（最大縦断勾配８％）

５％

杭基礎
の追加



３．事業の目的・必要性に変化はあるのか？

費用便益分析

前 回 再 評 価 時 今 回 再 評 価 時 備 考 便 益 説 明

算出 根拠 マ ニ ュ ア ル

費用便益分析

マニュアル

国土交通省

道路局、

都市・地域整備局

平成２０年１１月

費用便益分析

マニュアル

国土交通省

道路局、都市局

平成３０年２月

基 準 年 平成２９年 令和２年

区 分 項 目 現 在 価 値 構 成 比 現 在 価 値 構 成 比

費 用

(千円 )

工 事 費 2,179,000 93.6% 3,912,000 96.3% 事業費の増加による

維 持 管 理 費 149,000 6.4% 151,000 3.7%

費 用 合 計 ( C ) 2,328,000 4,063,000

便 益

(千円 )

走行時間短縮
便 益

3,793,000 79.7% 4,353,000 86.6%
上信自動車道長野原嬬恋
バイパス事業化に伴う交通
量の増加による

交通事故減少
便 益

171,000 3.6% 199,000 4.0% 費用便益分析マニュアル
の改訂による係数減少

走行経費減少
便 益

797,000 16.7% 471,000 9.4% 費用便益分析マニュアル
の改訂による原単位減少

便 益 合 計 ( B ) 4,761,000 5,023,000

費用対効果分析(B/C) ２．０５ １．２４

４．目的を達成するための事業（手段）は適切か？

• 吾妻地域には、高速道路網がないため、速達性が乏しいことが物流
の効率化や観光誘客の足かせとなっており、現在もその状況は改善
されていない。このような状況であるため、上信自動車道へのアクセ
ス道路として、本線を整備する必要性に変化はない。

• また、上信自動車道の開通に伴う交通量増加が見込まれるが、現道
は幅員狭小のうえ、急勾配箇所があり、歩道が未整備であることなど、
ＩＣアクセス道路及び緊急輸送道路として、課題を抱えていることから、
安全で円滑な通行を確保するための本路線を整備する必要性は高
い。

• 現道の植栗伊勢線は、上信自動車道の植栗・中之条ＩＣと中之条町の中心市街地を直結する
路線であり、ＩＣへのアクセス道路として合理的なルートとなっているため、現道拡幅を主として、
急勾配箇所や線形不良箇所等の課題を解消する本計画の有効性は高く、適切である。

単位：千円

現道の状況



６．事業の対応方針は？

事業継続 ・ 事業中止

変更なし ・ 事業計画の変更 ・ スケジュールの変更

７．市町村意見

市町村 再評価における意見

中之条町
• 本路線は、中之条町・高山村地域と植栗・中之条ＩＣを結ぶ重要なアクセス
道路であり、早期の整備に向けて事業を進めていただきたい。

東吾妻町
• 本路線は、上信自動車道の植栗・中之条ＩＣと中之条町の中心市街地を結
ぶ重要な路線であり、急勾配箇所や線形不良箇所等の課題解消や防災
上重要な道路であるため、早期の整備をお願いしたい。

５．事業が長期間要している理由は？

• 本事業は、四万温泉を含む中之条町・高山村地域と上信自動車道の植栗・中之条ICを結ぶ
アクセス道路として、物流の効率化や観光誘客を図るとともに、緊急輸送道路として、災害時
の救命救助や、被災地への物資輸送を確保することなどを目的とした道路改良事業である。

• 上信自動車道による交通量増加が見込まれるが、現道は幅員狭小のうえ、急勾配箇所があ
り、歩道が未整備であることなど、課題を抱えており、安全で円滑な通行を確保するための
アクセス道路を整備する必要性は高い。

• 一方で、埋蔵文化財調査の増加や地元自治体や地域住民との合意形成に期間を要してお
り、完成時期が２年遅れ令和８年度となる見込みであるが、１期工区を優先的に整備を図る
など、早期の事業効果発現も考慮しながら事業を進捗させている。

• 以上のことから、本事業の必要性、重要性は高く、早期に効果発現を図ることが適切である
ため、事業継続が妥当である。

【 元々が長期計画 不測の事態により長期化 】

• 本事業は地権者数が６０名以上と多く、地元調整に長期間を要するため、元々が長期計画と
なっている。

• 埋蔵文化財の試掘調査の結果、調査面積が増加となり、約１年の期間を要した。

• 本線の縦断勾配や機能補償道路の見直しについて、地元自治体や地域住民との合意形成まで
に約１年の期間を要した。

• 以上の影響により、全体的な工程が遅延しているため、事業完了は令和６年度から令和８年度
となる見込みである。



Ｒ２公表事業再評価
一般県道 植栗伊勢線

費 目 当初計画 変更計画 増減額 主な理由

本工事費 １４.６ ２８.１ ＋１３.５
• 縦断勾配の見直しによる橋長変更(延伸)に伴う増額
• 機能補償道路の追加に伴う増額
• 軟弱地盤対策の追加に伴う増額
• 橋梁基礎形式の変更に伴う増額

用地補償費 ６.４ ９.７ ＋３.３ • 縦断勾配の見直しによる用地買収面積の増加に伴う
増額

測量試験費 ５.５ ７.２ ＋１.７ • 埋蔵文化財調査面積の増加に伴う増額

合 計 ２６.５ ４５.０ ＋１８.５

【単位：億円】
１．計画の概要及び事業費の変更
事業費の構成比較

２．当初計画ならびに全体事業費を変更する理由
（１）本工事費 ［＋１３.５億円］
①本線縦断勾配の見直しによる橋長の変更 +６.５億円

３．計画変更の妥当性
①本線縦断勾配見直しによる橋長の変更

４．事業費の縮減に向けた取り組み
①建設発生土処分費の縮減

（３）測量試験費 ［＋１.７億円］

・・・変更計画

・・・当初計画

当初設定地山線

当初計画 橋長L=151m

A1
P1

P2 A2 A2
（変更無し）

P2
P1A1

現計画 橋長L=177m＜全体計画平面図＞

④橋梁基礎構造の変更

• 当初、近傍の地質調査の結果に基づき、渋川東吾妻線橋梁の基礎形状を直接基礎として計画していた
が、橋台施工箇所にて地質調査を行った結果、想定より支持層が深く、基礎形状を杭基礎へ変更する
必要が生じたことにより工事費が増額となる。(橋台基礎 直接基礎2基→杭基礎2基：＋１.０億円）

• 当初、本線の縦断勾配について、道路構造令の特例値である８％で計画していたが、関係２町および
地域住民との協議や冬季における現道の路面凍結状況等を調査した結果、冬季における車両通行の
安全を確保するため、龍ヶ鼻橋前後のルート変更を行い、縦断勾配を規定値である５％に見直した。こ
れにより、龍ヶ鼻橋の橋長変更(延伸)が必要になったことにより工事費が増額となる。
(龍ヶ鼻橋の橋長 151ｍ→171ｍ：+６.５億円)

②機能補償道路の見直し ＋４.５億円
• 現状の道路利用状況の調査並びに東吾妻町および地域住民との協議の結果、地域の分断を防ぐため、
本線の横断に必要となる函渠や跨道橋の追加が生じたことにより工事費が増額となる。
（函渠２基および跨道橋１橋追加：＋４.５億円）

④地質調査の結果による橋梁基礎形式の変更 +１.０億円

（２）用地補償費 ［＋３.３億円］
• 本線の縦断勾配の見直しにより、龍ヶ鼻橋前後のルートを見直したため、必要な用地面積が増加したことか
ら用地補償費が増額となる。
(用地買収面積2.4万m2→2.55万m2 補償物件12件→17件 +３.３億円)

• 埋蔵文化財の試掘調査の結果、埋蔵文化財調査面積が増加したことから測量試験費が増額となる。
(文化財調査面積 1万m2 → 2.4万m2：＋１.７億円)

• 縦断勾配の見直しに伴い、冬季における車両通行の安全が確保されるため、計画の見直しは適切である。

• 本線を横断するための函渠や跨道橋がないと、これまで住民の往来のあった箇所で本線により往来が遮ら
れることになるなど、地域が分断してしまうため、道路利用状況を把握し、これまでの往来に影響を与えない
よう機能補償として本線を横断するための函渠や側道を整備することは適切である。

②機能補償道路の見直し

• 建設発生土を隣接する上信自動車道の盛土区間に流用することで、コストの縮減を図る。
（55,000m3 ▲０.５億円）
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本線部

盛土部

橋梁部

付替道路部

切土部

②機能補償道路の追加 ③軟弱地盤対策の追加

①本線縦断勾配緩和対策の追加

③地質調査の結果による軟弱地盤対策の追加 +１.５億円

地盤改良 地盤改良

• 本線縦断勾配の見直しに伴い、龍ヶ鼻橋の橋詰部が高盛土構造となることから、支持地盤の地質調査
を行ったところ、支持力が不足することが判明した。そのため、軟弱地盤対策として地盤改良工（中層混
合処理）を追加する必要が生じたことにより工事費が増額となる。（4,500m3追加 ＋１.５億円）

函渠工および跨道橋の追加

③地質調査の結果による軟弱地盤対策の追加
• 本地域は冬季において路面が凍結しやすく縦断勾配を緩和する必要性は高く、本線縦断勾配の見直しの
ためのルート案の比較や、軟弱地盤対策に関する工法の比較検討を行った結果、通行車両の安全性やコ
スト面等に関する優位性が高い本工法を採用しており、対策の追加は適切である。

④地質調査の結果による橋梁基礎形式の変更
• 本橋梁は直接基礎では構造の安定が確保できないことから、橋梁基礎工に関する複数の工法の比較検討
を行った結果、施工性やコスト面等に関する優位性が高い、場所打ち杭基礎工法を採用しており、対策の
追加は適切である。

当初計画ルート
（最大縦断勾配８％）

５％

杭基礎
の追加


